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民事執行法部会資料 １１－１

 

民事執行法の改正に関する中間試案（案） 

 

第１ 債務者財産の開示制度の実効性の向上 

１ 現行の財産開示手続の見直し 

  ⑴ 財産開示手続の実施要件の見直し 

財産開示手続の申立てに必要とされる債務名義の種類（民事執行法第１９

７条第１項柱書き）を拡大し，金銭債権についての強制執行の申立てに必要

とされる債務名義であれば，いずれの種類の債務名義についても，財産開示

手続の申立てをすることができるものとする。 

  （注１） 本文とは別に，財産開示手続の実施要件のうち，先に実施した強制

執行の不奏功等の要件（民事執行法第１９７条第１項各号）を廃止し，

次のような規律を設けるものとする考え方がある。 

     ア 強制執行を開始するための一般的な要件が備わっていれば，財産開

示手続を実施することができるものとする。 

     イ 申立人に知れている財産に対する強制執行を実施すれば，請求債権

の完全な弁済に支障がないことが明らかであるときは，執行裁判所は，

債務者の申立てにより，財産開示手続の実施決定を取り消さなければ

ならないものとする。 

     ウ 強制執行又は担保権の実行における配当等の手続（申立ての日より

６月以上前に終了したものを除く。）において，請求債権の完全な弁

済を得ることができなかったときは，イの取消決定をすることができ

ないものとする。 

  （注２） 本文とは別に，財産開示手続の実施要件のうち，財産開示手続の再

実施が制限される期間（民事執行法第１９７条第３項）を短縮するもの

とする考え方がある。 

⑵ 手続違背に対する罰則の見直し 

   開示義務者が，正当な理由なく，執行裁判所の呼出しを受けた財産開示期

日に出頭せず，又は宣誓を拒んだ場合や，財産開示期日において宣誓した開

示義務者が，正当な理由なく陳述すべき事項について陳述をせず，又は虚偽

の陳述をした場合の罰則（民事執行法第２０６条第１項）を強化するものと

する。 

 

２ 第三者から債務者財産に関する情報を取得する制度の新設  

⑴ 新たな制度の創設 



2

   執行裁判所が，債権者からの申立てにより，債務者以外の第三者に対し，

債務者財産に関する情報の提供を求める制度を新たに創設するものとする。 

⑵ 制度の対象とする第三者と情報の具体的な範囲 

  ア 金融機関から，債務者の預貯金債権に関する情報を取得する制度を設け

るものとする。この場合に取得すべき情報の範囲については，債務者が当

該金融機関に対して有する預貯金債権の有無のほか，その預貯金債権に対

する差押命令の申立てをするのに必要となる事項（取扱店舗，預貯金債権

の種類及び額等）とするものとする。 

 イ 一定の公的機関から，債務者の給与債権に関する情報（勤務先の名称及

び所在地）を取得する制度を設けるものとする。 

  （注） 本文の制度のほか，債務者の生命保険契約解約返戻金請求権，株式，

投資信託受益権等に関する情報を債務者以外の第三者から取得する制度

を設けるものとする考え方がある。 

⑶ 第三者から情報を取得するための要件 

ア 第三者から情報を取得する手続の申立てに必要とされる債務名義の種類

やこの手続の実施要件については，後記イ及びウの事項を除き，財産開示

手続に関する規律（現行の規律を見直すのであればその見直し後の規律）

と同様の規律によるものとする。 

イ 第三者から情報を取得する手続と財産開示手続との先後関係について，

次のいずれかの規律を設けるものとする。 

【甲案】（財産開示手続を前置する必要があるとする案） 

(ｱ) 第三者から情報を取得する手続の申立てをするためには，その申立て

の日前３年以内に，財産開示手続が実施されている必要があるものとす

る。 

(ｲ) 第三者から情報提供を求める決定に対しては，執行抗告をすることが

できないものとし，同決定が債務者に告知される前であっても，第三者

は情報提供を行うものとする。 

【乙案】（財産開示手続を前置する必要がないとする案） 

(ｱ) 先に財産開示手続が実施されていなくても，第三者から情報を取得す

る手続の実施を申し立てることができるものとする。 

(ｲ) 第三者から情報提供を求める決定に対しては，債務者が執行抗告をす

ることができるものとする。 

(ｳ) 第三者から情報提供を求める決定は，確定しなければその効力を生じ

ないものとし，同決定の第三者への告知は，その確定後にするものとす

る。 

ウ 過去の一定期間内にこの手続により同一の第三者から情報を取得した場

合であっても，この手続の再実施を制限しないものとする。 
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（注） 第三者から情報を取得する手続と財産開示手続との先後関係（本文イ

参照）については，金融機関から預貯金債権に関する情報を取得する手

続については，先に財産開示手続が実施されていなくても，金融機関か

ら当該情報を取得する手続の実施を申し立てることができるものとした

上で，第三者から情報提供を求める決定が債務者に告知される前であっ

ても，第三者は情報提供を行うものとする考え方がある。 

⑷ 回答の送付先等 

    情報提供を求められた第三者は，執行機関に対し，債務者財産に関する情

報を回答するものとする。この回答についての閲覧等の請求（民事執行法第

１７条）は，申立人，債務者，当該第三者のほか，この手続の申立てに必要

とされる債務名義を有する他の債権者に限り，することができるものとする。 

⑸ 第三者に対する費用等の支払 

 情報提供を求められた第三者が，回答に要する費用等の支払を請求するこ

とができるものとする。 

⑹ 情報の保護 

 債務者財産に関する情報の提供を受けた申立人及びその情報に関する事件

記録の閲覧等をした債権者は，当該情報を，当該債務者に対する債権をその

本旨に従って行使する目的以外の目的のために利用し，又は提供してはなら

ないものとし，この規律の違反に対する罰則を設けるものとする。 

 

第２ 不動産競売における暴力団員の買受け防止の方策 

１ 買受けを制限する者の範囲 

⑴ 次に掲げる者による不動産の買受けを制限するものとする。 

   ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定す

る暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

イ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下，アとイを併せ

て「暴力団員等」という。） 

ウ 法人でその役員のうちに暴力団員等に該当する者があるもの 

⑵ ⑴のいずれかに該当する者の計算において買受けの申出をした者による不

動産の買受けを制限するものとする。 

 

２ 執行裁判所の判断による暴力団員の買受けの制限 

執行裁判所は，最高価買受申出人又は自己の計算において最高価買受申出人

に買受けの申出をさせた者が１⑴のいずれかに該当する者であると認めるとき

は，売却不許可の決定をしなければならないものとする。 

 

３ ２の判断のための警察への照会 
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  ⑴ 最高価買受申出人についての警察への照会 

ア 警察への照会のために必要な事項の明示 

(ｱ) 不動産の売却の手続において，買受けの申出をしようとする者は，そ

の買受けの申出の際に，自己（その者が法人である場合にあっては，そ

の役員）の氏名，生年月日及び性別その他警察への照会に必要となる事

項を明らかにしなければならないものとする。 

(ｲ) 買受けの申出をしようとする者は，(ｱ)の事項を証するため，住民票

の写しその他の文書を提出しなければならないものとする。 

イ 執行裁判所による照会の時期及び対象 

(ｱ) 最高価買受申出人が決定した後，執行裁判所は，最高価買受申出人（そ

の者が法人である場合にあっては，その役員）が暴力団員等に該当する

か否かについて，警察への照会をするものとする。 

(ｲ) (ｱ)の規定にかかわらず，執行裁判所は，(ｱ)の警察への照会をしなく

ても，最高価買受申出人（その者が法人である場合にあっては，その役

員）が暴力団員等に該当すると認められないと判断される事情があると

きは，(ｱ)の警察への照会をせずに，売却の許可又は不許可の判断をする

ことができるものとする。 

⑵ 自己の計算において最高価買受申出人に買受けの申出をさせた者について

の警察への照会 

ア 最高価買受申出人が決定した後，執行裁判所は，最高価買受申出人が第

三者の計算において買受けの申出をした者であると認めるときは，当該第

三者（その者が法人である場合にあっては，その役員）が暴力団員等に該

当するか否かについて，警察への照会をするものとする。 

イ アの規定にかかわらず，執行裁判所は，アの警察への照会をしなくても，

アの第三者（その者が法人である場合にあっては，その役員）が暴力団員

等に該当すると認められないと判断される事情があるときは，アの警察へ

の照会をせずに，売却の許可又は不許可の判断をすることができるものと

する。 

 

４ 暴力団員に該当しないこと等の陳述 

⑴ 陳述の内容等 

ア 買受けの申出をしようとする者（法人である場合を除く。）は，買受け

の申出の際に，次に掲げる事項を宣誓の上で陳述しなければならないもの

とする。 

(ｱ) 自らが暴力団員等ではないこと。 

(ｲ) 自らが，暴力団員等，又は法人でその役員のうちに暴力団員等に該当

する者があるものの計算において買受けの申出をする者ではないこと。 
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イ 法人である買受けの申出をしようとする者の代表者は，買受けの申出の

際に，次に掲げる事項を宣誓の上で陳述しなければならないものとする。 

(ｱ) 当該法人でその役員のうちに暴力団員等に該当する者がないこと。 

(ｲ) 当該法人が，暴力団員等，又は法人でその役員のうちに暴力団員等に

該当する者があるものの計算において買受けの申出をする者ではない

こと。 

⑵ 虚偽陳述に対する制裁 

ア 保証の不返還 

(ｱ) 最高価買受申出人（その者が法人である場合にあってはその代表者）

が故意により虚偽の陳述をした場合において，最高価買受申出人につき

２による売却不許可の決定が確定したときは，執行裁判所は，当該最高

価買受申出人が民事執行法第６６条の規定により提供した保証の返還を

請求することができない旨を決定することができるものとする。 

(ｲ) (ｱ)の決定に対しては，執行抗告をすることができるものとする。 

(ｳ) (ｱ)の決定により最高価買受申出人が返還を請求することができない

保証は，民事執行法第８６条第１項に規定する売却代金とするものとす

る。 

イ 罰則 

⑴の陳述をした者が（故意により）虚偽の陳述をした場合につき，罰則

を設けるものとする。 

 

第３ 子の引渡しの強制執行に関する規律の明確化 

１ 直接的な強制執行の規律の明確化 

子の引渡しの強制執行に関して，執行官が債務者による子の監護を解くため

に必要な行為をする場合（直接的な強制執行）の規律を明確化するものとする。 

  

２ 直接的な強制執行と間接強制との関係（間接強制前置） 

子の引渡しの直接的な強制執行の申立ては，間接強制の決定が確定した日か

ら２週間を経過した後でなければすることができないものとする。 

（注） 間接強制の手続を前置することを原則とした上で，子の急迫の危険を

防止するために直ちに子の引渡しの直接的な強制執行をする必要がある

ときは，例外的に，間接強制の手続との前後を問わず，子の引渡しの直

接的な強制執行の申立てをすることができるものとする考え方がある。 

 

３ 直接的な強制執行の手続の骨格 

⑴ 子が債務者と共にいること（同時存在）の要否 

   ア 執行官は，子が債務者と共にいる場合に限り，債務者による子の監護を
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解くために必要な行為をすることができるものとする。 

   イ 執行裁判所が事案の性質，子の心身に及ぼす影響並びに既に行った強制

執行の手続における債務者の言動及び当該手続の結果その他の事情を考

慮して相当と認めるときは，アの規定にかかわらず，執行官は，子が債務

者と共にいる場合でなくとも，債務者による子の監護を解くために必要な

行為をすることができるものとする。 

⑵ 債権者等の執行場所への出頭 

 執行官は，債権者又はその代理人が執行の場所に出頭したときに限り，債

務者による子の監護を解くために必要な行為をすることができるものとする。 

⑶ 執行場所 

   ア 執行官は，債務者の住居その他債務者の占有する場所において，債務者

による子の監護を解くために必要な行為をすることができるものとする。 

イ 執行官は，アに規定する場所以外の場所においても，子の心身に及ぼす

影響，当該場所及びその周囲の状況その他の事情を考慮して相当と認める

ときは，債務者による子の監護を解くために必要な行為をすることができ

るものとする。 

（注） 本文⑴イの規定に基づき，子が債務者と共にいない場合において，債

務者による子の監護を解くために必要な行為をするときについては，本

文⑵の規定にかかわらず，債権者本人や児童心理の専門家等が執行の場

所に出頭しなければならないものとする考え方があるほか，本文⑶イの

規定を適用しないものとし，執行場所を例外なく債務者の住居その他債

務者の占有する場所に限るとする考え方がある。 

 

４ 執行場所における執行官の権限等 

⑴ 執行官は，債務者による子の監護を解くために必要な行為として，債務者

に対し説得を行うほか，債務者の住居その他債務者の占有する場所において，

次に掲げる行為をすることができるものとする。 

ア 債務者の住居その他債務者の占有する場所に立ち入り，その場所におい

て子を捜索すること。この場合において，必要があるときは，閉鎖した戸

を開くため必要な処分をすること。 

イ 債権者若しくはその代理人と子を面会させ，又は債権者若しくはその代

理人と債務者を面会させること。 

ウ 債務者の住居その他債務者の占有する場所に債権者又はその代理人を立

ち入らせること。 

⑵ 執行官は，債務者の住居その他債務者の占有する場所以外の場所において，

債務者による子の監護を解くために必要な行為として，債務者に対し説得を

行うほか，当該場所を占有する者の同意を得て，⑴アからウまでに掲げる行
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為をすることができるものとする。 

⑶ 執行官は，⑴又は⑵の規定による子の監護を解くために必要な行為をする

に際し抵抗を受けるときは，その抵抗を排除するために，威力を用い，又は

警察上の援助を求めることができるものとする。 

⑷ 執行官は，⑶の規定にかかわらず，子に対して威力を用いることはできな

いものとする。子以外の者に対して威力を用いることが子の心身に有害な影

響を及ぼすおそれがある場合においては，当該子以外の者についても，同様

とするものとする。 

⑸ 執行官は，⑴又は⑵の規定による子の監護を解くために必要な行為をする

に際し，債権者又はその代理人に対し，必要な指示をすることができるもの

とする。 

 

５ 直接的な強制執行の執行機関等 

  【甲案】（執行裁判所が執行機関となる案） 

  ⑴ 子の引渡しの直接的な強制執行は，執行裁判所が第三者に債務者による子

の監護を解くために必要な行為を実施させる決定をする方法により行うもの

とする。 

⑵ ⑴の決定は，債務者による子の監護を解くために必要な行為をする者とし

て執行官を指定しなければならないものとする。 

  【乙案】（執行官が執行機関となる案） 

 子の引渡しの直接的な強制執行は，執行官が債務者による子の監護を解いて

債権者に監護させる方法により行うものとする。 

 

第４ 債権執行事件の終了をめぐる規律の見直し 

１ 差押債権者が取立権を行使しない場面等における規律 

⑴ 金銭債権を差し押さえた場合において，取立権が発生した日から［２年］

を経過したときは，差押債権者は，執行裁判所に対し，第三債務者から既に

支払を受けた旨の届出（民事執行法第１５５条第３項参照）又はまだ支払を

受けていない旨の届出をしなければならないものとする。 

⑵ ⑴の届出義務が生じた日から［２週間］を経過したにもかかわらず，差押

債権者が⑴の届出をしないときは，執行裁判所は，差押命令を取り消すこと

ができるものとする。 

⑶ 民事執行法第１５５条第３項の取立ての届出（取立完了の届出を除く。）

又は⑴の届出があった場合には，⑴の期間は，それらの届出が最後にされた

日の翌日から起算するものとする。 

（注） 執行裁判所の取消決定により債権執行事件を終了させようとする本文

の規律とは異なり，取立権が発生した日から［２年］を経過したときは，
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執行裁判所は，差押債権者に対して，本文⑴の届出をするよう命ずるこ

とができるものとした上で，この命令が差押債権者に告知された日から

［２週間］を経過したにもかかわらず，差押債権者がその届出をしない

ときは，差押命令の申立ての取下げがあったものとみなすものとする考

え方がある。 

 

２ その他の場面（債務者への差押命令等の送達未了）における規律 

   ⑴ 債権を差し押さえた場合において，債務者に対する差押命令の送達をする

ことができないときは，執行裁判所は，差押債権者に対し，相当の期間を定

め，その期間内に送達をすべき場所の申出（送達をすべき場所が知れないと

き等には，公示送達の申立て）をすべき旨を命ずることができるものとする。 

   ⑵ ⑴の場合において，差押債権者が相当の期間内に送達をすべき場所の申出

（送達をすべき場所が知れないとき等には，公示送達の申立て）をしないと

きは，執行裁判所は，差押命令を取り消すことができるものとする。 

  （注１） 不動産執行又は船舶執行において，その開始決定を債務者に送達す

ることができない場合に関して，本文と同内容の規律を設けるものとす

る考え方がある。 

  （注２） 民事保全において，保全命令を債務者に送達することができない場

合に関して，本文と同内容の規律を設けるものとする考え方がある。 

 

第５ 差押禁止債権をめぐる規律の見直し 

１ 差押禁止の範囲の見直し 

   民事執行法第１５２条第１項各号の債権の差押えが禁止される範囲を見直し，

現行の規律による差押禁止範囲に加えて，支払期に受けるべき給付のうち一定

の金額まではその全額を差押禁止とするものとする考え方について，引き続き

検討するものとする。  

 

２ 取立権の発生時期の見直し 

  民事執行法第１５２条第１項各号の債権が差し押さえられた場合において，

差押債権者がその債権を取り立てることができるようになる時期については，

同法第１５５条第１項の規定にかかわらず，債務者に対して差押命令が送達さ

れた日から［４週間］を経過したときとする考え方について，引き続き検討す

るものとする。 

 

３ その他（手続の教示） 

民事執行法第１５２条第１項各号の債権を差し押さえた場合には，執行裁判

所は，差押命令を送達するに際し，差押禁止債権の範囲変更の申立て（同法第
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１５３条）をすることができる旨を債務者に対し教示するものとする考え方に

ついて，引き続き検討するものとする。 

 

第６ その他所要の措置 

   第１から第５までの措置に関し，その他所要の措置を講ずるものとする。 


